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材料データプラットフォームDICE

NIMS NOW Vol.19 No.1 <12-1月号> より
https://www.nims.go.jp/publicity/nimsnow/
vol19/201901.html

・材料科学の研究を推進し、材料開発を加速するためのプラットフォーム

・材料データの入り口（収集）から出口（利活用）までを一貫して扱う。





材料データ基盤で求められるデータ共有の課題

• 国内外の研究機関との共同研究や、公開データベースの適切な運用には、

データを共有するユーザに対する本人確認の仕組みが不可欠

• たとえば、国外に滞在する日本の研究者や、

国内に滞在する外国人研究者の所属情報の確認

• しかし現状では、この問題を解決できそうなアプリケーションは

まだ見当たらず、運用の経験を持つ組織・人材も乏しい



現状のアプリケーションにおける本人確認の具体的な課題

• 学認

• 共同研究相手のすべての組織が学認に参加しているわけではない

• 企業ユーザが参加できない

• 各学認のIdPがユーザの所属情報をきちんと管理している運用に

なっているかがわからない

• eKYC

• 本人であることの確認はできても、本人の所属が確認できない

• eKYCのソリューションは、パスポートや免許証には対応しているが、

学生証や社員証に対応しているわけではない
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材料データ基盤での本人確認の運用方針（予定）

• メールアドレスのドメイン名を用いた許可リストを作成

• 既存ユーザやWeb上のドメインリストから、

研究機関や企業のメールアドレスのドメイン名を収集・抽出

• オンラインサインアップ時に許可リストを参照し、

リストにないユーザに対しては、eKYCによる本人確認を実施

• 利用申請書と本人確認書類をeKYCで確認

• eKYCは運用コストが高くなることが予想されるため、

できる限りこの部分の運用は減らしたい
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次世代認証連携に期待していること

• 幅広いユーザが参加できる本人確認の仕組みのサポート

• 例えば、材料データベース「MatNavi」は2003年サービス開始以来、

多くの個人・企業ユーザが存在する

• 現在もメールアドレスによるオンラインサインアップで利用可

• 国内外に多くのユーザを抱えており、現在所属機関と紐付けられないからといって、

そのようなユーザを一律で排除することは行いたくない

• NIMSデータ基盤のユーザでの学認ネットワークへの参加

• NIMSデータ基盤と学認を使用する他のデータ基盤の連携を行う際、

NIMSでどの程度の本人確認を行えば、学認のネットワーク内で

信頼できるユーザとして扱えるようになるのか
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